
立教大学経済学部・経済研究所主催
公開講演会「日本型雇用の真実」

日時　2014年 5月 17日（土）　15：00～ 16：30

会場　池袋キャンパス　14号館　3階 D301教室

講師　▽石水喜夫氏（大東文化大学非常勤講師）

「日本型雇用の真実」

司会　櫻井公人氏（本学経済学部教授）

石水氏は官庁エコノミストとして政策研究を続けてこられたが、かつて京都大学経済学

研究科では、教授として講義やゼミを担当された経験をもつ。また、今でも大東文化大学

で講師をされ、本日の講演にも受講生がかけつけてくれているという。こういった経験を

もとに著されたのが『日本型雇用の真実』であり、講義録のようなものだともいわれた。

講義では最初に、労働経済学は市場経済学か政治経済学かと学生たちに問いかけた。そ

して、いっしょに経済学を学ぼうという呼びかけに応えて、若い学生たちがゼミに集まっ

てきた。

社会に問題があるとき、それをどのように解決しようとするのか、それぞれの大学によ

って取り組み方が違う。それが、歴史的に形成された学風だろう。京都大学には政治経済

学の素地があったようだ。だが、残念だったのは、講義での呼びかけに応えるゲマインシ

ャフトが次第に失われ、ゲゼルシャフトにおきかえられつつあったこと。若い人たちが、

よかれと思ってネット空間に書き込んだ言葉は学外者を誘い込み、講義から離れたところ

で誹謗中傷された。これでは、教員は講義で、踏み込んだことを何も述べられなくなって

しまう。このようにして、日本の学問空間が窒息しつつあるのでなければよいのだが。

経済学の世界で、私たちがよく知る×型のグラフがある。右下がりの需要曲線と右上が

りの供給曲線が交錯するこのグラフは、ある意味でスミスの「見えざる手」の後継でもあ

り、「マーシャリアン・クロス」と呼ばれる。この「マーシャリアン・クロス」による決

定が経済学の世界を支配しているのではないか。経済学は認識の学問だから、認識のツー

ルを握られてしまえば、私たちはこれに代わるメッセージを作り出すことができなくなる。

こうして、経済学は創造性を失っていく。

同じデータを用いても、異なる結論が導き出され、そして政策が対立する。エコノミス

トは経済理論に支配されているが、それに気づいていないことが多い。社会認識のツール

に縛られて、その枠内でしか発想できないのである。それは、経済学者の倫理の問題では

ない。それを支える経済学というツールの問題、そして経済学のあり方の問題である。そ

のようにしないと生きていけないと思い、教科書ばかりを一生懸命に学ぶ大学院生も多い。

労働法、労働組合やハローワークの存在こそが、競争を妨げ労働者を怠けさせるという

考えが生まれることもある。だがこれは、教科書の正解を労働政策の現場に押し付けよう

というものではないだろうか。こうした学問のありようが日本型雇用の改革論議の問題点

を助長している。
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学問とは本来、学び問うことであり、自分の経験をふまえて他人の経験を聞き、互いに

語り合うことだと思うのだが、科学や教科書の中にすでに普遍的な正解があるものと勝手

に想定する傾向が支配的になり、インターネットに正解を求める風潮が強まっているのは

嘆かわしい。これは教室的精神性とでも呼ぶべきで、大学での受講態度にそぐわない。ど

こかにあるはずの正解に支配されることは過去の歴史に支配されることである。それでは、

私たちが歴史をつくることさえできなくなってしまう。どこかにあるはずの正解に支配さ

れ、自分の感覚や経験に自信をもてない。自らの言葉で問題提起する気概をもつ人々が減

り、既存科学が支配する世界が到来するとしたら、過去の歴史に支配され、人々の感性を

ひからびさせ、豊かな未来を奪っていくことにならないだろうか。

現代をよく知りたいという現代人の関心によって過去が再解釈されるのが歴史である。

現代が未来を生み出すものだとすれば、未来に向けて取り組む人間の態度は過去の解釈、

すなわち歴史と一体不可分だろう。未来へ向けた社会選択は必然的に過去の再解釈をとも

なう。今の解釈を拒否したいのなら、主流派経済学のあり方やその認識のあり方に立ち向

かっていかなければならないこともあるだろう。そうでなければ、政策転換などできない。

過去の経済学と向き合い、再解釈を行わなければ、パラダイム転換などありえない。

失業問題を労働市場の機能不全としかとらえられない当時の主流派に反旗を翻したのが

ケインズだった。古典派理論の諸公準が特殊ケースにのみ当てはまり、一般的でないこと

を示したのだ。マーシャリアン・クロスは何も説明していない。労使交渉で決まる賃金は

名目賃金である。ものわかりのよい労働組合が経済理論の言うとおり、賃金切下げを容認

したとしよう。ところがこれで失業問題は解決しない。製品原価には賃金が含まれる。し

たがって、供給曲線にも需要曲線にも影響が及び、製品の価格は下がり、おそらくは需要

も減少してしまう。雇用水準を決めるのは、別の理屈、すなわち有効需要の原理でなけれ

ばならないというのである。

だが、他方でケインズには、有効需要不足の理由について、歴史的にも理論的にも、じ

ゅうぶんな解明をしたとはいえないという弱点がある。この点は致命的であって、高度成

長によってケインズ理論は打撃を受けることになる。とはいえ、ケインズ自身はこの弱

点に気づいていたようにも見える。優生学協会における 1937年の、埋もれた講演録には、

有効需要の減少が人口減少の傾向によるという指摘があって興味深い。企業による設備投

資こそが有効需要を拡大させるが、それは本来、過剰資本に転化する危険をあわせもち、

その危険の中で資本は蓄積されている。したがって自由主義市場経済は、人口の増加とそ

れに基づく楽観的将来期待が投資家に設備投資を促さなければ、成り立たない。果たして、

人口減少の下で自由主義市場経済は、どのような運命をたどるのだろうか。ケインズは、

この点を究明しようとしたとき、心臓病に倒れてしまう。その後、病気をおして、戦費の

調達と戦後体制の構築という喫緊のテーマに取り組んだのは、イギリスへの愛国心と責任

感からだった。こうして、人口減少の下での自由主義市場経済のゆくえという重要なテー

マは棚上げされたままとなった。

政策の現場と、大学での教育の場で、日本型雇用の真実を探るための真摯な取り組みと

苦闘とを、じっくりと語っていただいた。最後に、聴衆に発せられたメッセージは 2つ。
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1つは運動家・活動家に向けて。実務家にも経済学を学ぶよう奨めたい。分析と理論の力

でパラダイム転換をめざさなければならない。

2つ目は母校に向けて。経済学に対する基本姿勢は、まちがいなく立教大学で身につい

たものだ。理論と分析（実証）と政策との三位一体。総合的に経済学を学ぼうというのが

立教大学の政治経済学の伝統だった。この学風は、日本の経済政策にとっても、きわめて

貴重なものである。立教大学経済学部のますますの発展が、日本の経済政策の転換につな

がっていくことを祈念して講演を終えたい。

記帳のあった参加者数は 60名。内訳は本学学生 4名、教職員 6名、交友・一般 50名と

盛会であった。

文責：櫻井公人（本学経済学部教授）

6


